
資料２-１  

 

今期の専門家会議における検討事項（案） 

 

全国的な学力調査に関する専門家会議における検討事項（平成 31 年 4 月 1 日付総合教育教育局長決定より抜粋） 

（１）全国的な学力調査の実施方法について 

（２）調査結果の取扱いについて 

（３）調査結果の活用に関する取組の推進方策について 

（４）調査結果の専門的な分析について 

 

 

１．中学校英語調査の方法  

 平成 31 年度中学校英語「話すこと」調査の実施状況の検証 

 上記検証を踏まえた英語「話すこと」調査の実施方法について 

 英語（４技能）の調査に特有の考慮すべき事項 

☞（１）全国的な学力調査の実施方法 関係 

 

２．CBT(Computer based Testing)の導入にかかる論点整理  

 CBT を導入した場合の調査目的・調査内容への影響 

 学校の ICT 環境整備の状況を踏まえた実現可能な実施方法・時期等について 

 調査結果として、国が取得・管理すべきデータとその利用の範囲 

☞（１）全国的な学力調査の実施方法、（２）調査結果の取扱い 関係 

 

３．調査結果を活用した全ての学校における指導の充実   

 新学習指導要領の趣旨に即した指導の充実に向けた教育委員会、学校への支援 

 教育委員会、学校における調査結果データの解釈や活用への支援  

 調査結果や解説資料等の提供の改善・充実 

☞（３）調査結果の活用に関する取組の推進方策 関係 

 

４．教育の EBPM 推進の観点からのデータ提供や分析の改善・充実 

 これまでの調査結果を活用した研究成果の整理・一覧化 

 教育政策立案に必要となる情報・分析のさらなる推進 

 経年変化分析調査、保護者調査を活用した分析 

☞（３）調査結果の活用に関する取組の推進方策、（４）調査結果の専門的な分析 関係 

 


